第３回　就学前教育・保育施設検討部会議事要旨
Ⅰ．開催日時　　平成23年8月8日（月）　15時～17時25分

Ⅱ．場所　　　　名張市役所３階　３０３会議室

Ⅲ．出席者　　　子ども権利委員 ４名、オブザーバー ３名、事務局 ３名
　　　　　　　（欠席）子ども権利委員 １名、オブザーバー ３名
Ⅳ．内容

１．部会長あいさつ
２．議事進行
・第２回部会の協議事項について

（前回の会議の協議内容について、資料に基づき事務局より説明。当該要旨を市ホームページに掲載することを確認。）
・子ども・子育て新システムに関する中間取りまとめについて

（国が平成23年7月29日に決定した、子ども・子育て新システムの資料を、事務局より提示。〔先に報告した内容とあまり変わりなし〕
・地区別既設就学前教育・保育施設の課題と施策の方向性について
（事務局より、前回決定した地区割に就学前教育・保育施設を振り分け、その地区ごとに抽出される課題とその方策についての事務局案を提示し、それを元に議論を行う。）
《協議内容》
○  「子ども・子育て新システム」の中で、保育所や幼稚園の運営費、直接契約の方法、保護者負担がどうなるか、無認可の保育施設の「(仮称)総合施設」認定に関する国の基準等、国から示された内容は、前回出された内容と全く変わっていない。ただ、時期だけは平成25年度と決められている。外枠だけ決められて中身が何も決まっていないように感じる。

しかしながら、この検討部会で事前に議論しておけば、国が一定の方向性を出したときに、制度にすぐ乗れるので、意義ある会議と認識している。

○  「(仮称)総合施設」については、一定の要件を満たした株式会社やNPO法人にも算入を認めると言われているが、現在の名張市の就学前教育・保育施設は、定員を超過しているところはあるが、反対に割っているところもあり、全体的に見れば、既存施設にて充足しているものと思われ、現状において、新規参入による新設は必要ないと考えている。
○  全ての保育所と公立幼稚園については、耐震診断を行っており、基準はクリアしているが、私立幼稚園の耐震や保育所・幼稚園施設の老朽化への対応のための改修等については、子ども・子育て新システムの中で、「(仮称)総合施設」に移行するときの補助制度の創設が検討されており、その中で対応していきたい。
ただし、一度にたくさんの施設の大規模改修はできないので、建築後３０年を越えるものについて、年次的な計画の中で整備を行っていきたい。
また、幼稚園から「(仮称)総合施設」になるときに、給食施設の整備に対する補助も新システムの中で何らかのものが出ると思われるので、はっきりした時点で整理していきたい。
○  保育所や幼稚園の施設の改修は、耐用年数以内にするのが本来であり、長年、名張市内で経営されている私立幼稚園へのフォローもある程度考えるべきである。
○  殆どの施設が築３０年以上となっており、その施設の大規模改修の優先順位が必要となってくる。細かな年次計画は市で作成するので、その方向性を当検討部会で協議してほしい。
また、その際に、定員割れしている施設も大規模改修をする必要があるのかという議論も行っていく必要がある。
○  先の就学前教育・保育に関する提言では、公立の幼稚園は、名張幼稚園を残して、桔梗南幼稚園は保育所等に転用する話があったが、当時は認定こども園の議論であったので、現在、検討されている新システムが具体的に示された際に、再度考えていく必要がある。
○  保育所の定員は年齢ごとに定められているのではなく、全体での定員であり、定員を超えての入所が認められているが、幼稚園は年齢ごとに定員が定められている上、定員以内の入所が定められている。（幼稚園は、県に定員変更の申請をする際、定員を増やす場合については、地域の私立幼稚園の了解をとらないといけない。）
「(仮称)総合施設」に移行するのであれば、公私とも定員はどうなるのか。０～２歳を含んだ定員に変更するのか、それとも増やすのかも考えないといけない。
また、地域の子どもが、地域の保育所や幼稚園に行くとは限らないので、それも含めて検討していくことも必要になる。
○  幼稚園の「(仮称)総合施設」への移行については、私立と公立の足並みをそろえて取組んでいきたいので、まずは、それぞれの施設にその意向の確認を行うことが必要になる。具体的なことはそれ以降の協議となる
○  保育所の統廃合については、小学校が統廃合の議論をしている中で、保育所がどうなるか、という部分は考えていかなければならない。ましてや、対象施設が老朽化による改修が必要となったときに、大規模改修まで行っていくのかということも考えないといけない。
定員の半分にも満たない入所率にもかかわらず、老朽化による改修が必要な保育所について、その整備のあり方を協議していき、それを参考にして市の整備計画を立てていきたい。
○  小学校の統廃合が進む中で、同地域の保育所も統廃合するとなると、その地域に公共施設がなくなってしまうことになる。小さいから大きいところにくっつけるということが果たしていいのか。公の立場から考えたときに、それでも残さなければという発想が必要ではないのか。
また、保育所が、入所する子どもや保護者のための施設というだけでなく、その地域の子育て家庭の相談体制を充実するための施設として活用していくことが有効なのではないか。
○  事務局が提示した課題は、数値から予測されるものを抽出しており、どの地域も同じようなものが挙がっていが、もっと地域特有の眠っている課題を掘り起こすべきであり、各地域の具体的な資料や情報があればいい。（地域的な入所状況が抜けており、地域の子育て支援については、問題が発生している地域、していない地域があるが、年度が替われば、それも変わるので、どの地域でも同じように機能を持たせるべきと考えられため、共通で示させていただいた。）
○  民営化により、幼児教育に初めて携わる法人もあり、その中での不具合がないのかということについては、公立のときに勤務していた臨時職員がそのまま民間保育所の職員なることが多く、法人として幼児教育は初めてでも、現場でいる方が全く変わってしまうということはないので、対応できると考えている。
また、幼児教育検討部会にて保幼小の連携を議論しており、大きな方向性として、名張市の幼児教育として、各園の共通目標を設定しようとしている。その中で、市として一貫した指導や共通認識を行っていくことが必要だと考えている。
○  待機児童の推移は、前年の今頃は増えて、９月から減っているようである。今年度の数値はどうなっているのか。毎月出しているようであれば、議論の参考に提示してほしい。
○  地域の子育て家庭への支援ということで、各地域の民生・児童委員に巡回してもらったり、支援に関する研修を受けてもらったりすればいいと思うし、市独自の制度を作ってやっていってもいいと思う。
また、今の子どもたちは、縦の繋がりが希薄になってきている。老人施設との繋がりも大切であり、幼稚園から老人施設に行くだけでなく、お年寄りに幼稚園に来てもらうという取組も必要になってくるのではないかと感じる。






